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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から順に、正の屈折力を有する第１レンズ群と、負の屈折力を有する第２レンズ
群と、正の屈折力を有する第３レンズ群とからなり、
　前記第１レンズ群と前記第３レンズ群とを光軸方向に固定し、前記第２レンズ群を光軸
方向に移動させることで無限遠物体から有限距離物体への合焦を行い、
　前記第３レンズ群が、物体側から順に、物体側群と、開口絞りと、像側群とから構成さ
れており、
　以下の条件を満足することを特徴とする光学系。
　０．７５　　＜　ｆ１／ｆ　＜　１．３０　・・・（１）
　０．７２２　≦　ｆ３／ｆ　＜　１．１０　・・・（２ａ）
　０　　　　　＜　Ｃｒ３ａｆ／ｆ　　　　　・・・（５）
　但し、
　ｆ１：前記第１レンズ群の焦点距離
　ｆ　：当該光学系の焦点距離
　ｆ３：前記第３レンズ群の焦点距離
　Ｃｒ３ａｆ：前記物体側群の最も物体側の面の曲率半径
　である。
【請求項２】
　前記像側群が以下の条件を満足する請求項１に記載の光学系。
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　０．０１　＜　ｆ３ｂ／ｆ　＜　３．００　　・・・（３）
　但し、
　ｆ３ｂ：前記像側群の焦点距離
　である。
【請求項３】
　前記物体側群の最も像面側の面が以下の条件を満足する請求項１又は請求項２に記載の
光学系。
　０　＜　Ｃｒ３ａｒ／ｆ　　　・・・（４）
　但し、
　Ｃｒ３ａｒ：前記物体側群の最も像面側の面の曲率半径
　である。
【請求項４】
　前記物体側群の最も物体側の面と、前記物体側群の最も像面側の面とが以下の条件を満
足する請求項１から請求項３のいずれか一項に記載の光学系。
　１．０　＜　Ｃｒ３ａｆ／Ｃｒ３ａｒ　＜　４．０　　・・・（６）
　但し、
　Ｃｒ３ａｒ：前記物体側群の最も像面側の面の曲率半径
　である。
【請求項５】
　前記第２レンズ群が以下の条件を満足する請求項１から請求項４のいずれか一項に記載
の光学系。
　０．３０　＜　｜ｆ２｜／ｆ　＜　１．２０　・・・（７）
　但し、
　ｆ２：前記第２レンズ群の焦点距離
　である。
【請求項６】
　前記第２レンズ群が、正の屈折力を有するレンズを少なくとも１枚有する請求項１から
請求項５のいずれか一項に記載の光学系。
【請求項７】
　前記第２レンズ群が、正の屈折力を有するレンズ１枚と負の屈折力を有するレンズ１枚
とから構成される請求項１から請求項６のいずれか一項に記載の光学系。
【請求項８】
　前記第３レンズ群が以下の条件を満足する請求項１から請求項７のいずれか一項に記載
の光学系。
　２．０　＜　ｆ３／（ｆ×ｔａｎω）　＜　５．０　・・・（８）
　但し、
　ω　：当該光学系の無限遠合焦時おける半画角
　である。
【請求項９】
　前記物体側群と前記像側群とが以下の条件を満足する請求項１から請求項８のいずれか
一項に記載の光学系。
　１．０　＜　｜ｆ３ａ｜／ｆ３ｂ　・・・（９）
　但し、
　ｆ３ａ　：　前記物体側群の焦点距離
　ｆ３ｂ　：　前記像側群の焦点距離
　である。
【請求項１０】
　請求項１～請求項９のいずれか一項に記載の光学系と、当該光学系の像面側に、当該光
学系によって形成された光学像を電気的信号に変換する撮像素子とを備えたことを特徴と
する撮像装置。



(3) JP 6584085 B2 2019.10.2

10

20

30

40

50

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本件発明は、光学系及び撮像装置に関し、特に、デジタルスチルカメラやデジタルビデ
オカメラ等の固体撮像素子を用いた撮像装置に好適な光学系及び当該光学系を備えた撮像
装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、デジタルスチルカメラ、デジタルビデオカメラ等の固体撮像素子を用いた撮
像装置が普及している。特に、近年の撮像光学系の高性能化、小型化等に伴い、小型の撮
像システムの普及が急速に進んでいる。
【０００３】
　このような小型の撮像システムの光学系として、種々の単焦点光学系が提案されている
。例えば、特許文献１には、物体側から順に、正の屈折力を有する前群と、開放絞りと、
負の屈折力を有する後群とを備えた焦点距離の比較的長い単焦点光学系が記載されている
。一般に、焦点距離の長い望遠レンズでは、焦点距離が長くなるに従って、色収差が多く
発生する。そこで、例えば、特許文献１に記載の単焦点光学系では、光路内に回折格子面
を配置し、この回折格子により色収差の補正を行うことで、良好な結像性能を得ている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１４－１０９７００号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１に記載の光学系は、光学系を構成するレンズの枚数が多く、
光学系の小型化が十分に図られていない。また、当該光学系のＦｎｏは２．８よりも大き
く、明るさが不足している。近年、小型の撮像システムの光学系では、より一層の小型化
が求められると共に、特に、単焦点光学系においてはＦｎｏが２．８より明るい大口径化
に対する要望が強い。
【０００６】
　本発明の課題は、小型の撮像システムに好適な小型、高性能、且つ、大口径の光学系及
び撮像装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するために、本件発明の光学系は、物体側から順に、正の屈折力を有す
る第１レンズ群と、負の屈折力を有する第２レンズ群と、正の屈折力を有する第３レンズ
群とからなり、前記第１レンズ群と前記第３レンズ群とを光軸方向に固定し、前記第２レ
ンズ群を光軸方向に移動させることで無限遠物体から有限距離物体への合焦を行い、前記
第３レンズ群が、物体側から順に、物体側群と、開口絞りと、像側群とから構成されてお
り、以下の条件を満足することを特徴とする。
【０００８】
　０．７５　　＜　ｆ１／ｆ　＜　１．３０　・・・（１）
　０．７２２　≦　ｆ３／ｆ　＜　１．１０　・・・（２ａ）
　０　　　　　＜　Ｃｒ３ａｆ／ｆ　　　　　・・・（５）
　但し、
　ｆ１：前記第１レンズ群の焦点距離
　ｆ　：当該光学系の焦点距離
　ｆ３：前記第３レンズ群の焦点距離
　Ｃｒ３ａｆ：前記物体側群の最も物体側の面の曲率半径
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　である。
【０００９】
　また、本件発明の撮像装置は、光学系と、当該光学系の像面側に、当該光学系によって
形成された光学像を電気的信号に変換する撮像素子とを備えたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本件発明によれば、小型の撮像システムに好適な小型、高性能、且つ、大口径の光学系
及び撮像装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本件発明の実施例１の光学系のレンズ構成例を示す断面図である。
【図２】実施例１の光学系の無限遠合焦時の球面収差図、非点収差図及び歪曲収差図であ
る。
【図３】本件発明の実施例２の光学系のレンズ構成例を示す断面図である。
【図４】実施例２の光学系の無限遠合焦時の球面収差図、非点収差図及び歪曲収差図であ
る。
【図５】本件発明の実施例３の光学系のレンズ構成例を示す断面図である。
【図６】実施例３の光学系の無限遠合焦時の球面収差図、非点収差図及び歪曲収差図であ
る。
【図７】本件発明の実施例４の光学系のレンズ構成例を示す断面図である。
【図８】実施例４の光学系の無限遠合焦時の球面収差図、非点収差図及び歪曲収差図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本件発明に係る光学系及び撮像装置の実施の形態を説明する。
【００１３】
１．光学系
１－１．光学系の構成
　本件発明に係る光学系は、物体側から順に、正の屈折力を有する第１レンズ群と、負の
屈折力を有する第２レンズ群と、正の屈折力を有する第３レンズ群とからなり、第１レン
ズ群と第３レンズ群とを光軸方向に固定し、第２レンズ群を光軸方向に移動させることで
無限遠物体から有限距離物体への合焦を行い、第３レンズ群が、物体側から順に、物体側
群と、開口絞りと、像側群とから構成されており、後述する条件式（１）で表される条件
を満足することを特徴とする。まず、本件発明に係る光学系の光学系の構成について説明
する。
【００１４】
　本件発明に係る光学系では、最も物体側に配置される第１レンズ群が正の屈折力を有す
る。このため、第２レンズ群には第１レンズ群により収束された光が入射するため、第２
レンズ群を外径の小さなレンズで構成することができ、第２レンズ群の小型化及び軽量化
を図ることができる。また、第２レンズ群が負の屈折力を有するため、当該光学系をテレ
フォトタイプの構成とすることができる。このため、系全体の焦点距離よりもその光学全
長を短くすることができ、系全体の小型化を図ることができる。そして、最も像面側に配
置される第３レンズ群が正の屈折力を有するため、第３レンズ群において光束を集光する
ことができ、大口径化を図ることができる。すなわち、本件発明によれば、正負正の３群
構成を採用することで、小型の撮像システムに好適な小型で大口径の光学系を得ることが
できる。
【００１５】
　また、本件発明では、第１レンズ群と第３レンズ群とを光軸方向に固定し、第２レンズ
群を光軸方向に移動させることで無限遠物体から有限距離物体への合焦を行う。合焦群で
ある第２レンズ群は、上述したとおり、第１レンズ群の収束作用により、小型化及び軽量
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化が図られているため、第２レンズ群を移動させるための負荷が小さく迅速な合焦動作を
行わせることができ、且つ、系全体を小型化することができる。以下、各レンズ群の構成
について説明する。
【００１６】
（１）第１レンズ群
　第１レンズ群は、正の屈折力を有し、後述する条件式（１）等を満足するものであれば
、その具体的なレンズ構成は特に限定されるものではない。
【００１７】
（２）第２レンズ群
　第２レンズ群の構成についても、負の屈折力を有し、後述する条件式等を満足するもの
であれば、その具体的なレンズ構成は特に限定されるものではないが、正の屈折力を有す
るレンズを少なくとも１枚有することが好ましい。負の屈折力を有する第２レンズ群内に
、正の屈折力を有するレンズを少なくとも１枚配置することにより、合焦時における第２
レンズ群の移動に伴う色収差の変動を抑制することができ、被写体との距離によらず優れ
た結像性能を得ることができる。
【００１８】
　さらに、第２レンズ群が正の屈折力を有するレンズ１枚と、負の屈折力を有するレンズ
１枚とから構成されることが好ましい。第２レンズ群を正負各１枚のレンズから構成する
ことにより、第２レンズ群をより小型及び軽量にすることができ、より迅速な合焦動作を
行わせることができる。このとき、第２レンズ群を正の屈折力を有するレンズ１枚と、負
の屈折力を有するレンズ１枚とを接合した接合レンズから構成することが好ましい。接合
レンズにより第２レンズ群を構成することにより、組み立て時における製造誤差を低減す
ることができ、製造誤差に起因する収差発生を抑制することができる。
【００１９】
（３）第３レンズ群
　本件発明では、第３レンズ群が、物体側から順に、物体側群と、開口絞りと、像側群と
から構成されている。すなわち、第３レンズ群において、開口絞りを挟んで、物体側群と
、像側群とを配置することにより、開口絞りの前後において、軸上光線及び軸外光線のい
ずれについても発生した収差を打ち消し合わせることが容易になり、高性能な光学系を得
ることができる。
【００２０】
　第３レンズ群において、物体側群及び像側群の屈折力は特に限定されるものではないが
、像側群は正の屈折力を有することが好ましい。当該光学系において、最も像面側に正の
屈折力を有するレンズ群を配置することにより、上述したとおり、当該光学系の大口径化
を達成することができる。
【００２１】
　また、第３レンズ群において、物体側群の最も像面側の面の曲率半径、及び物体側群の
最も物体側の面の曲率半径が、それぞれ後述する条件式（４）、条件式（５）、条件式（
６）を満足することが好ましい。なお、この点については後述する。
【００２２】
　そして、像側群の最も像面側の面は、像面側に凸の形状を有することが好ましい。すな
わち、当該光学系における最終面を像面側に凸の形状とすることにより、最終面において
光束を集光させることができ、当該光学系のレンズ径を大きくすることなく、大口径化を
達成することができる。
【００２３】
（４）防振群
　本件発明に係る光学系において、上述した第１レンズ群～第３レンズ群のうち、いずれ
かのレンズ群の一部を光軸に垂直方向に移動させて、撮像時の振動等に起因する回転ブレ
等を補正する防振群として用いてもよい。
【００２４】
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１－２．条件式
　次に、本件発明に係る光学系が満足すべき条件、又は、満足することが好ましい条件に
ついて説明する。
【００２５】
１－２－１．条件式（１）
　本件発明に係る光学系は、以下の条件を満足するものとする。
【００２６】
　０．７５　＜　ｆ１／ｆ　＜　１．３０　・・・（１）
　但し、
　ｆ１：第１レンズ群の焦点距離
　ｆ　：当該光学系の焦点距離
　である。
【００２７】
　条件式（１）は、当該光学系の焦点距離に対する第１レンズ群の焦点距離の比を規定す
る式である。条件式（１）を満足することにより、当該光学系の焦点距離に対する第１レ
ンズ群の焦点距離が適切な範囲内となり、当該光学系の小型化、高性能化を図ると共に、
大口径化を達成することができる。
【００２８】
　これに対して、条件式（１）の値が上限値以上になると、すなわち第１レンズ群の焦点
距離が当該光学系の焦点距離に対して大きくなり過ぎると、光学系の全長が大きくなる共
に、周辺光量の確保が困難になり、好ましくない。また、条件式（１）の値が下限値以下
になると、すなわち第１レンズ群の焦点距離が当該光学系の焦点距離に対して小さくなり
過ぎると、軸上色収差やコマ収差、像面湾曲を補正することが困難になり、良好な結像性
能を得ることができず好ましくない。
【００２９】
　これらの効果を得る上で、本件発明に係る光学系は、下記の条件式（１）’を満足する
ことが好ましく、条件式（１）’’を満足することがより好ましく、条件式（１）’’’
を満足することがさらに好ましい。
【００３０】
　０．７８ ＜ ｆ１／ｆ ＜　１．２０　・・・（１）’
　０．８０ ＜ ｆ１／ｆ ＜　１．１０　・・・（１）’’
　０．８０ ＜ ｆ１／ｆ ＜　１．０３　・・・（１）’’’
【００３１】
１－２－２．条件式（２）
　本件発明に係る光学系において、第３レンズ群が以下の条件を満足することが好ましい
。
【００３２】
　０．５０　＜　ｆ３／ｆ　＜　１．１０　・・・（２）
　但し、
　ｆ３：第３レンズ群の焦点距離
　である。　
【００３３】
　条件式(２)は、本件発明に係る光学系の焦点距離に対する第３レンズ群の焦点距離の比
を規定する式である。条件式（２）を満足することにより、当該光学系のより一層の小型
化、高性能化を図ると共に、大口径化を達成することができる。
【００３４】
　これに対して、条件式（２）の値が上限値以上になると、すなわち当該光学系の焦点距
離に対して第３レンズ群の焦点距離が大きくなり過ぎると、光学系の全長が大きくなるた
め、当該光学系の小型化が困難になる。これと同時に、第３レンズ群で光束を十分に収束
させることができず、当該光学系の大口径化を図ることが困難になる。これらの点から、
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条件式（２）の値が上限値以上になることは好ましくない。また、条件式（２）の数値が
下限値以下になると、すなわち当該光学系の焦点距離に対して第３レンズ群の焦点距離が
小さくなり過ぎると、球面収差やコマ収差の補正が困難になり、好ましくない。
【００３５】
　これらの効果を得る上で、第３レンズ群は、下記の条件式（２）’を満足することが好
ましく、条件式（２）’’を満足することがより好ましい。
【００３６】
　０．５５ ＜ ｆ３／ｆ ＜　１．００　・・・（２）’
　０．６０ ＜ ｆ３／ｆ ＜　０．９５　・・・（２）’’
【００３７】
１－２－３．条件式（３）
　本件発明に係る光学系において、像側群が以下の条件を満足することが好ましい。
【００３８】
　０．０１　＜　ｆ３ｂ／ｆ　＜　３．００　　・・・（３）
　但し、
　ｆ３ｂ：像側群の焦点距離
　である。
【００３９】
　上記条件式（３）は、当該光学系の焦点距離に対する像側群の焦点距離の比を規定する
式である。条件式（３）を満足することにより、当該光学系において最も像面側に配置さ
れる像側群により光束を集光することができるため、当該光学系の大口径化が容易になる
。
【００４０】
　これに対して、条件式（３）の数値が上限値以上になると、すなわち像側群の焦点距離
が当該光学系の焦点距離に対して大きくなり過ぎると、像側群により光束を十分に集光す
ることができず、大口径化が困難になり、好ましくない。また、条件式（３）の値が下限
値以下になると、すなわち像側群の焦点距離が当該光学系の焦点距離に対して小さくなり
過ぎると、球面収差やコマ収差、像面湾曲の補正が困難になり、好ましくない。
【００４１】
　これらの効果を得る上で、像側群は、下記の条件式（３）’を満足することが好ましく
、条件式（３）’’を満足することがより好ましく、条件式（３）’’’を満足すること
がさらに好ましい。
【００４２】
　０．１０ ＜ ｆ３ｂ／ｆ ＜　２．５０　　・・・（３）’
　０．２０ ＜ ｆ３ｂ／ｆ ＜　２．００　　・・・（３）’’
　０．３０ ＜ ｆ３ｂ／ｆ ＜　１．５０　　・・・（３）’’’
【００４３】
１－２－４．条件式（４）
　本件発明に係る光学系において、物体側群の最も像面側の面が以下の条件を満足するこ
とが好ましい。
【００４４】
　０　＜　Ｃｒ３ａｒ／ｆ　　　・・・（４）
　但し、
　Ｃｒ３ａｒ：前記物体側群の最も像面側の面の曲率半径
　である。
【００４５】
　上記条件式（４）は、当該光学系の焦点距離に対する物体側群の最も像面側の面の曲率
半径の比を規定する式である。条件式（４）を満足する場合、物体側群の最も像面側に配
置された面が像面側に凹の形状となり、球面収差や像面湾曲、サジタルフレアを良好に補
正することができる。このため、少ないレンズ枚数でも良好な結像性能を得ることができ
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、小型、且つ、高性能な光学系を得ることが容易になる。
【００４６】
　これに対して、条件式（４）の値が下限値以下になると、すなわち物体側群の最も像面
側に配置された面が平面若しくは像側に凸の形状となる。この場合、少ないレンズ枚数で
球面収差や像面湾曲、サジタルフレアを良好に補正することが困難になる。このため、良
好な結像性能を維持しつつ、当該光学系の小型化を図ることが困難になる。
【００４７】
　これらの効果を得る上で、物体側群の最も像面側の面は、下記の条件式（４）’を満足
することが好ましく、条件式（４）’’を満足することがより好ましく、条件式（４）’
’’を満足することがさらに好ましい。
【００４８】
　０．１０　＜　Ｃｒ３ａｒ／ｆ　＜　２．００　・・・（４）’
　０．１２　＜　Ｃｒ３ａｒ／ｆ　＜　１．５０　・・・（４）’’
　０．１５　＜　Ｃｒ３ａｒ／ｆ　＜　１．００　・・・（４）’’’
【００４９】
１－２－５．条件式（５）
　本件発明に係る光学系において、物体側群の最も物体側の面が以下の条件を満足するこ
とが好ましい。
【００５０】
　０　＜　Ｃｒ３ａｆ／ｆ　　　・・・（５）
　但し、
　Ｃｒ３ａｆ：前記物体側群の最も物体側の面の曲率半径
　である。
【００５１】
　上記条件式（５）は、当該光学系の焦点距離に対する物体側群の最も物体側の面の曲率
半径の比を規定する式である。条件式（５）を満足する場合、物体側群の最も物体側の面
が物体側に凸の形状となり、少ないレンズ枚数で球面収差や像面湾曲を良好に補正するこ
とができる。このため、小型、且つ、高性能な光学系を得ることが容易になる。
【００５２】
　これに対して、条件式（５）の値が下限値以下になると、物体側群の最も物体側の面が
平面若しくは物体側に凹の形状となる。この場合、少ないレンズ枚数で球面収差や像面湾
曲を良好に補正することが困難になり、良好な結像性能を維持しつつ、当該光学系の小型
化を図ることが困難になる。
【００５３】
　これらの効果を得る上で、物体側群の最も物体側の面が、下記の条件式（５）’を満足
することが好ましく、条件式（５）’’を満足することがより好ましく、条件式（５）’
’’を満足することがさらに好ましく、条件式（５）’’’’を満足することが最も好ま
しい。
【００５４】
　０．１０　＜　Ｃｒ３ａｆ／ｆ　＜　２０．００　・・・（５）’
　０．１４　＜　Ｃｒ３ａｆ／ｆ　＜　１０．００　・・・（５）’’
　０．２０　＜　Ｃｒ３ａｆ／ｆ　＜　５．００　　・・・（５）’’’
　０．２６　＜　Ｃｒ３ａｆ／ｆ　＜　２．００　　・・・（５）’’’’
【００５５】
１－２－６．条件式（６）
　本件発明に係る光学系において、物体側群の最も物体側の面と、物体側群の最も像面側
の面とが以下の条件を満足することが好ましい。
【００５６】
　１．０　＜　Ｃｒ３ａｆ／Ｃｒ３ａｒ　＜　４．０　　・・・（６）
　但し、Ｃｒ３ａｆ及びＣｒ３ａｒは上述のとおりである。
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【００５７】
　上記条件式（６）は、上記物体側群の最も像面側の面の曲率半径に対する上記物体側群
の最も物体側の面の曲率半径の比を規定する式である。条件式（６）を満足する場合、少
ないレンズ枚数で球面収差やコマ収差、サジタルフレアの補正をより良好に行うことがで
きる。このため、小型、且つ、高性能な光学系を得ることがより容易になる。
【００５８】
　これに対して、物体側群の最も物体側の面と、物体側群の最も像面側の面とが条件式（
６）を満足しない場合、少ないレンズ枚数で、球面収差やコマ収差、サジタルフレアを補
正することが困難になり、良好な結像性能を得るには収差補正に要するレンズ枚数が増加
し、当該光学系の大型化につながるため好ましくない。
【００５９】
　これらの効果を得る上で、物体側群の最も物体側の面と、物体側群の最も像面側の面と
が条件式（６）’を満足することがより好ましい。
【００６０】
　１．０　＜　Ｃｒ３ａｆ／Ｃｒ３ａｒ　＜　３．０　・・・（６）’
【００６１】
１－２－７．条件式（７）
　本件発明に係る光学系において、第２レンズ群が以下の条件を満足することが好ましい
。
【００６２】
　０．３０　＜　｜ｆ２｜／ｆ　＜　１．２０　・・・（７）
　但し、
　ｆ２：第２レンズ群の焦点距離
　である。
【００６３】
　上記条件式（７）は、当該光学系の焦点距離に対する第２レンズ群の焦点距離の比を規
定する式である。条件式（７）を満足する場合、第２レンズ群の屈折力が適正な範囲内と
なり、テレフォト比の小さな光学系を得ることができる。すなわち、焦点距離に比して光
学全長の小さな小型の光学系を得ることができる。また、合焦群である第２レンズ群の屈
折力が適正な範囲内となるため、合焦時の収差変動を抑制し、被写体との距離によらず、
少ないレンズ枚数でも良好な結像性能を得ることができ、小型、且つ、高性能な光学系を
得ることが容易になる。
【００６４】
　これに対して、条件式（７）の値が上限値以上になると、すなわち当該光学系の焦点距
離に対して第２レンズ群の焦点距離が大きくなり過ぎると、テレフォト比を小さくするこ
とが困難になる。この場合、光学全長が大きくなり、光学系の小型化を図る上で好ましく
ない。また、また、条件式（７）の値が下限値以下になると、すなわち当該光学系の焦点
距離に対して第２レンズ群の焦点距離が小さくなり過ぎると、合焦群である第２レンズ群
の屈折力が大きく、合焦時の位置変化による収差発生量が大きくなる。このため、収差補
正に要するレンズ枚数が増加し、良好な結像性能を維持しつつ、当該光学系の小型化を図
ることが困難になる。
【００６５】
　これらの効果を得る上で、第２レンズ群が下記の条件式（７）’を満足することが好ま
しく、条件式（７）’’を満足することがより好ましく、条件式（７）’’’を満足する
ことがさらに好ましく、条件式（７）’’’’を満足することが最も好ましい。
【００６６】
　０．４０ ＜ ｜ｆ２｜／ｆ ＜　１．１０　・・・（７）’
　０．４０ ＜ ｜ｆ２｜／ｆ ＜　１．００　・・・（７）’’
　０．４０ ＜ ｜ｆ２｜／ｆ ＜　０．９２　・・・（７）’’’
　０．５９ ＜ ｜ｆ２｜／ｆ ＜　０．９２　・・・（７）’’’’
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【００６７】
１－２－８．条件式（８）
　本件発明に係る光学系において、第３レンズ群が以下の条件を満足することが好ましい
。
【００６８】
　２．０　＜　ｆ３／（ｆ×ｔａｎω）　＜　５．０　・・・（８）
　但し、
　ｆ３：　第３レンズ群の焦点距離
　ω　：　光学系の無限遠合焦時おける半画角
　である。
【００６９】
　上記条件式（８）は、当該光学系の撮像像高に対する第３レンズ群の焦点距離の比を規
定する式である。条件式（８）を満足する場合、第３レンズ群において、軸上光線及び軸
外光線のいずれについても、発生した収差を開口絞りの前後で打ち消し合わせることが容
易になり、高性能な光学系を得ることができる。
【００７０】
　これに対して、条件式（８）を満足しない場合、開口絞り前後における収差の打ち消し
あいが困難となり、軸上光線及び軸外光線のいずれも発生する収差を小さくすることが困
難になり、好ましくない。
【００７１】
　これらの効果を得る上で、第３レンズ群は下記の条件式（８）’を満足することが好ま
しい。
【００７２】
　２．２ ＜ ｆ３／（ｆ×ｔａｎω） ＜　４．２　・・・（８）’
【００７３】
１－２－９．条件式（９）
　本件発明に係る光学系において、物体側群と像側群とが以下の条件を満足することが好
ましい。
【００７４】
　１．０　＜　｜ｆ３ａ｜／ｆ３ｂ　・・・（９）
　但し、
　ｆ３ａ　：　物体側群の焦点距離
　であり、ｆ３ｂは上述のとおりである。
【００７５】
　上記条件式（９）は、第３レンズ群の像側群の焦点距離に対する物体側群の焦点距離の
比を規定する式である。条件式（９）を満足する場合、像側群の屈折力が適正になり、第
３レンズ群により光束を収束させることができ当該光学系の大口径化が容易になる。
【００７６】
　上記条件式（９）を満足しない場合、すなわち像側群の焦点距離が大きく、屈折力が弱
くなるため、大口径化が困難となり、好ましくない。
【００７７】
　これらの効果を得る上で、物体側群と像側群とが下記の条件式（９）’を満足すること
がより好ましい。
【００７８】
　１．３ ＜ ｜ｆ３ａ｜／ｆ３ｂ　・・・（９）’
【００７９】
　上述したとおり、像側群は正の屈折力を有することが好ましい。また、物体側群は、正
・負いずれの屈折力であってもよいが、正の屈折力を有することがより好ましい。物体側
群と像側群がともに正の屈折力を有することで、開口絞り前後の収差の打ち消しあいが容
易となり、高性能な光学系を得ることができる。
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【００８０】
１－２－１０．条件式（１０）
　当該光学系が防振群を備える場合、防振群が以下の条件を満足することが好ましい。こ
の場合、防振時の収差変動を抑制することができ、当該光学系を小型に維持しつつ、防振
時も高い結像性能を得ることができる。
【００８１】
　０．１　＜　｜（１－βｖｃ）×βｒ｜　＜　０．８　・・・・（１０）
　但し、
　防振群とは、光軸に対して垂直方向に移動可能なレンズ群をいうものとし、
　βｖｃ ： 無限遠合焦時における防振群の横倍率
　βｒ 　： 防振群より像側に位置する全レンズの無限遠合焦時における合成横倍率
　である。
【００８２】
２．撮像装置
　次に、本件発明に係る撮像装置について説明する。本件発明に係る撮像装置は、上記本
件発明に係る光学系と、当該光学系の像面側に設けられた、当該光学系によって形成され
た光学像を電気的信号に変換する撮像素子とを備えたことを特徴とする。ここで、撮像素
子等に特に限定はなく、ＣＣＤセンサやＣＭＯＳセンサなどの固体撮像素子等も用いるこ
とができる。本件発明に係る撮像装置は、デジタルカメラやビデオカメラ等のこれらの固
体撮像素子を用いた撮像装置に好適である。また、当該撮像装置は、レンズが筐体に固定
されたレンズ固定式の撮像装置であってもよいし、一眼レフカメラやミラーレス一眼カメ
ラ等のレンズ交換式の撮像装置であってもよいのは勿論である。
【００８３】
　次に、実施例および比較例を示して本件発明を具体的に説明する。但し、本件発明は以
下の実施例に限定されるものではない。以下に挙げる各実施例の光学系は、デジタルカメ
ラ、ビデオカメラ、銀塩フィルムカメラ等の撮像装置（光学装置）に用いられる撮像光学
系である。また、各レンズ断面図において、図面に向かって左方が物体側、右方が像面側
である。
【実施例１】
【００８４】
（１）光学系の構成
　図１は、本件発明に係る実施例１の光学系の無限遠合焦時におけるレンズ構成を示すレ
ンズ断面図である。当該光学系は、物体側から順に、正の屈折力を有する第１レンズ群Ｇ
１と、負の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ２と、正の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ３と
から構成されている。
【００８５】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側から順に、正の屈折力を有するレンズＬ１と、正の屈折力
を有するレンズＬ２及び負の屈折力を有するレンズＬ３を接合した接合レンズと、から構
成される。
　第２レンズ群Ｇ２は、物体側から順に、物体側に凹面を向けた正の屈折力を有するレン
ズＬ４と、負の屈折力を有する両凹レンズＬ５とを接合した接合レンズにより構成される
。
【００８６】
　第３レンズ群Ｇ３は、物体側から順に、正の屈折力を有する物体側群Ｇ３ａと、開口絞
りと、正の屈折力を有する像側群Ｇ３ｂと、から構成される。物体側群Ｇ３ａは、物体側
から順に、物体側に凸面を向けた正の屈折力を有するレンズＬ６と、正の屈折力を有する
レンズＬ７及び負の屈折力を有する両凹レンズＬ８を接合した接合レンズと、から構成さ
れる。像側群Ｇ３ｂは、物体側から順に、負の屈折力を有するレンズＬ９と、正の屈折力
を有するレンズＬ１０と、物体側に凹面を向けた負の屈折力を有するレンズＬ１１及び正
の屈折力を有するレンズＬ１２を接合した接合レンズと、像側に凸面を向けた正の屈折力



(12) JP 6584085 B2 2019.10.2

10

20

30

40

を有するレンズＬ１３と、から構成される。
【００８７】
　当該実施例１の光学系において、無限遠物体から近距離物体への合焦の際、第１レンズ
群Ｇ１と第３レンズ群Ｇ３が光軸方向に固定された状態で、第２レンズ群Ｇ２が光軸に沿
って像面ＩＭＧ側に移動する。また、手振れ等により撮像時に振動が発生した時には、防
振群として、第３レンズ群Ｇ３の像側群Ｇ３ｂ中のレンズＬ１０を光軸と垂直な方向に動
かすことで、像面ＩＭＧ上の像のブレを補正する。なお、第３レンズ群Ｇ３の像側群Ｇ３
ｂに含まれるレンズＬ１０を防振群とする代わりに、像側群Ｇ３ｂにおいて最も物体側に
配置されるレンズＬ９を防振群としてもよい。また、これらのレンズに限らず、第３レン
ズ群Ｇ３を防振群としても同様な効果が得られる。
【００８８】
　なお、図１において、第３レンズ群Ｇ３において、物体側群Ｇ３ａと、像側群Ｇ３ｂと
の間に示す「Ｓ」は開口絞りである。また、第３レンズ群Ｇ３の像面側に示す「ＣＧ」は
カバーガラスであり、ローパスフィルターや赤外カットフィルター等を表す。また、カバ
ーガラスの像面側に示す「ＩＭＧ」は像面であり、具体的には、ＣＣＤセンサやＣＭＯＳ
センサなどの固体撮像素子の撮像面、或いは、銀塩フィルムのフィルム面等を示す。これ
らの符号等は実施例２～実施例４で示す各レンズ断面図においても同様である。 
【００８９】
（２）数値実施例
　次に、当該光学系の具体的数値を適用した数値実施例について説明する。表１に当該光
学系のレンズデータを示す。表１において、「面Ｎｏ．」は物体側から数えたレンズ面の
順番（面番号）、「ｒ」はレンズ面の曲率半径、「ｄ」はレンズ面の光軸上の間隔、「Ｎ
ｄ」はｄ線（波長λ＝５８７．６ｎｍ）に対する屈折率、「νｄ」はｄ線に対するアッベ
数をそれぞれ示している。また、表２は、表１に示した光軸上の可変間隔である。また、
各条件式（１）～条件式（１０）の数値を表９に示す。なお、各表中の長さの単位は全て
「ｍｍ」であり、画角の単位は全て「°」である。これらの表に関する事項は実施例２～
実施例４で示す各表においても同様であるため、以下では説明を省略する。
【００９０】
　図２に当該光学系の無限遠合焦時の縦収差図をそれぞれ示す。それぞれの縦収差図は、
図面に向かって左から順に、球面収差、非点収差、歪曲収差を表している。球面収差を表
す図では、縦軸は開放Ｆ値との割合、横軸にデフォーカスをとり、実線がｄ線（波長λ=5
87.6ｎｍ）、破線がＣ線（波長λ=656.3ｎｍ）、一点鎖線がｇ線（波長λ=435.8ｎｍ）に
おける球面収差を表す。非点収差を表す図では、縦軸は像高、横軸にデフォーカスをとり
、実線がサジタル面、破線がメリジオナル面での非点収差を表す。歪曲収差を表す図では
、縦軸は像高、横軸に％をとり、歪曲収差を表す。これらの縦収差図に関する事項は実施
例２～実施例４で示す各縦収差図においても同様であるため、以下では説明を省略する。
【００９１】
　また、当該光学系の焦点距離（ｆ）、Ｆ値（Ｆｎｏ）、半画角（ω）は以下のとおりで
ある。
　ｆ　　＝８２．５００
　Ｆｎｏ＝１．８２９
　ω　　＝１４．８３５
【００９２】
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【表１】

【００９３】

【表２】

【実施例２】
【００９４】
（１）光学系の構成
　図３は、本件発明に係る実施例２の光学系の無限遠合焦時におけるレンズ構成を示すレ
ンズ断面図である。当該光学系は、物体側から順に、正の屈折力を有する第１レンズ群Ｇ
１と、負の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ２と、正の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ３と
から構成されている。
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【００９５】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側から順に、正の屈折力を有するレンズＬ１と、正の屈折力
を有するレンズＬ２と、負の屈折力を有するレンズＬ３及び正の屈折力を有する正レンズ
Ｌ４を接合した接合レンズと、から構成される。
　第２レンズ群Ｇ２は、物体側から順に、物体側に凹面を向けた正の屈折力を有するレン
ズＬ５と、負の屈折力を有する両凹レンズＬ６とを接合した接合レンズにより構成される
。
【００９６】
　第３レンズ群Ｇ３は、物体側から順に、正の屈折力を有する物体側群Ｇ３ａと、開口絞
りと、正の屈折力を有する像側群Ｇ３ｂと、から構成される。物体側群Ｇ３ａは、物体側
から順に、物体側に凸面を向けた正の屈折力を有するレンズＬ７と、正の屈折力を有する
レンズＬ８と、負の屈折力を有する両凹レンズＬ９と、から構成される。像側群Ｇ３ｂは
、物体側から順に、負の屈折力を有するレンズＬ１０と、正の屈折力を有するレンズＬ１
１と、物体側に凹面を向けた負の屈折力を有するレンズＬ１２及び正の屈折力を有するレ
ンズＬ１３を接合した接合レンズと、像側に凸面を向けた正の屈折力を有するレンズＬ１
４と、から構成される。
【００９７】
　当該実施例２の光学系において、無限遠物体から近距離物体への合焦の際、第１レンズ
群Ｇ１と第３レンズ群Ｇ３が光軸方向に固定された状態で、第２レンズ群Ｇ２が光軸に沿
って像面ＩＭＧ側に移動する。また、手振れ等により撮像時に振動が発生した時には、防
振群として、第３レンズ群Ｇ３の像側群Ｇ３ｂ中のレンズＬ１１を光軸と垂直な方向に動
かすことで、像面ＩＭＧ上の像のブレを補正する。なお、実施例１と同様に、このレンズ
Ｌ１１以外のレンズを防振群としてもよいのは勿論である。
【００９８】
（２）数値実施例
　次に、当該光学系の具体的数値を適用した数値実施例について説明する。表３は、当該
光学系のレンズデータであり、表４は、表３に示した光軸上の可変間隔である。また、表
９に条件式（１）～条件式（１０）の数値を示す。さらに、図４は、当該光学系の無限遠
合焦時の縦収差図である。
【００９９】
　また、当該光学系の焦点距離（ｆ）、Ｆ値（Ｆｎｏ）、半画角（ω）は以下のとおりで
ある。
　ｆ　　＝８２．５００
　Ｆｎｏ＝１．８３０
　ω　　＝１４．８３５
【０１００】
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【表３】

【０１０１】
【表４】

【実施例３】
【０１０２】
（１）光学系の構成



(16) JP 6584085 B2 2019.10.2

10

20

30

　図５は、本件発明に係る実施例３の無限遠合焦時におけるレンズ構成を示すレンズ断面
図である。当該光学系は、物体側から順に、正の屈折力を有する第１レンズ群Ｇ１と、負
の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ２と、正の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ３と、から構
成されている。
【０１０３】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側から順に、正の屈折力を有するレンズＬ１と、正の屈折力
を有するレンズＬ２と、負の屈折力を有するレンズＬ３及び正の屈折力を有するレンズＬ
４を接合した接合レンズと、から構成される。
　第２レンズ群Ｇ２は、物体側から順に像面側に凸面を向けた正の屈折力を有するレンズ
Ｌ５と、負の屈折力を有する両凹レンズＬ６とを接合した接合レンズにより構成される。
【０１０４】
　第３レンズ群Ｇ３は、物体側から順に、負の屈折力を有する物体側群Ｇ３ａと、開口絞
りと、正の屈折力を有する像側群Ｇ３ｂと、から構成される。物体側群Ｇ３ａは、物体側
から順に、物体側に凸面を向けた正の屈折力を有するレンズＬ７と負の屈折力を有する両
凹レンズＬ８とを接合した接合レンズにより構成される。像側群Ｇ３ｂは、物体側から順
に、正の屈折力を有するレンズＬ９と、負の屈折力を有する両凹レンズＬ１０と、正の屈
折力を有する両凸レンズＬ１１及び負の屈折力を有する両凹レンズＬ１２を接合した接合
レンズと、像側に凸面を向けた正の屈折力を有するレンズＬ１３と、から構成される。
【０１０５】
　当該実施例３の光学系において、無限遠物体から近距離物体への合焦の際、第１レンズ
群Ｇ１と第３レンズ群Ｇ３が光軸方向に固定された状態で、第２レンズ群Ｇ２が光軸に沿
って像面ＩＭＧ側に移動する。また、手振れ等により撮像時に振動が発生した時には、防
振群として、第３レンズ群Ｇ３の像側群Ｇ３ｂ中のレンズＬ１３を光軸と垂直な方向に動
かすことで、像面ＩＭＧ上の像のブレを補正する。なお、実施例１と同様に、このレンズ
Ｌ１３以外のレンズを防振群としてもよいのは勿論である。
【０１０６】
（２）数値実施例
　次に、当該光学系の具体的数値を適用した数値実施例について説明する。表５は、当該
光学系のレンズデータであり、表６は、表５に示した光軸上の可変間隔である。また、表
９に条件式（１）～条件式（１０）の数値を示す。さらに、図６は、当該光学系の無限遠
合焦時の縦収差図である。
【０１０７】
　また、当該光学系の焦点距離（ｆ）、Ｆ値（Ｆｎｏ）、半画角（ω）は以下のとおりで
ある。
　ｆ　　＝１１３．０００
　Ｆｎｏ＝１．４５６
　ω　　＝１０．６３２
【０１０８】
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【表５】

【０１０９】

【表６】

【実施例４】
【０１１０】
（１）光学系の構成
　図７は、本件発明に係る実施例４の光学系の無限遠合焦時におけるレンズ構成を示すレ
ンズ断面図である。当該光学系は、物体側から順に、正の屈折力を有する第１レンズ群Ｇ
１と、負の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ２と、正の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ３と
、から構成されている。
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【０１１１】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側から順に、正の屈折力を有するレンズＬ１と、正の屈折力
を有するレンズＬ２及び負の屈折力を有するレンズＬ３を接合した接合レンズと、から構
成される。
　第２レンズ群Ｇ２は、物体側から順に、負の屈折力を有する両凹レンズＬ４と、像面側
に凹面を向けた負の屈折力を有するレンズＬ５及び正の屈折力を有するレンズＬ６を接合
した接合レンズと、から構成される。
【０１１２】
　第３レンズ群Ｇ３は、物体側から順に、負の屈折力を有する物体側群Ｇ３ａと、開口絞
りと、正の屈折力を有する像側群Ｇ３ｂと、から構成される。物体側群Ｇ３ａは、物体側
から順に、物体側に凸面を向けた正の屈折力を有するレンズＬ７と、負の屈折力を有する
両凹レンズＬ８と、から構成される。像側群Ｇ３ｂは、物体側から順に、正の屈折力を有
するレンズＬ９と、負の屈折力を有するレンズＬ１０と、正の屈折力を有する両凸レンズ
Ｌ１１及び負の屈折力を有する両凹レンズＬ１２を接合した接合レンズと、像側に凸面を
向けた正の屈折力を有するレンズＬ１３と、から構成される。
【０１１３】
　当該実施例４の光学系において、無限遠物体から近距離物体への合焦の際、第１レンズ
群Ｇ１と第３レンズ群Ｇ３が光軸方向に固定された状態で、第２レンズ群Ｇ２が光軸に沿
って像面ＩＭＧ側に移動する。また、手振れ等により撮像時に振動が発生した時には、防
振群として、第３レンズ群Ｇ３の像側群Ｇ３ｂ中のレンズＬ１０を光軸と垂直な方向に動
かすことで、像面ＩＭＧ上の像のブレを補正する。なお、実施例１と同様に、このレンズ
Ｌ１０以外のレンズを防振群としてもよいのは勿論である。
【０１１４】
（２）数値実施例
　次に、当該光学系の具体的数値を適用した数値実施例について説明する。表７は、当該
光学系のレンズデータであり、表８は、表７に示した光軸上の可変間隔である。また、表
９に条件式（１）～条件式（１０）の数値を示す。さらに、図８は、当該光学系の無限遠
合焦時の縦収差図である。
【０１１５】
　また、当該光学系の焦点距離（ｆ）、Ｆ値（Ｆｎｏ）、半画角（ω）は以下のとおりで
ある。
　ｆ　　＝８３．３００
　Ｆｎｏ＝１．４７６
　ω　　＝１４．６６５
【０１１６】
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【表７】

【０１１７】

【表８】

【０１１８】
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【表９】

【産業上の利用可能性】
【０１１９】
　本件発明によれば、小型の撮像システムに好適な小型、高性能、且つ、大口径の光学系
及び撮像装置を提供することができる。
【符号の説明】
【０１２０】
Ｇ１　・・・第１レンズ群
Ｇ２　・・・第２レンズ群
Ｇ３　・・・第３レンズ群
Ｇ３ａ・・・物体側群
Ｇ３ｂ・・・像側群
Ｓ　　・・・開口絞り
ＣＧ　・・・カバーガラス
ＩＭＧ・・・像面
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【図５】
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